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活動からたどる漁協女性部の歩み
─海はひとつ　女性部の心はひとつ─

〔要　　　旨〕

漁協女性部は，60年を超える歴史を持つ。魚価の低迷，水揚量の減少などによる漁業の低迷

を受け，漁協の女性部の部数，部員数ともに減少傾向にある。しかし，漁協女性部の活動をみ

ると，時代とともに，部員の関心に合わせて大きく変化してきている。女性たちは漁協女性部

の活動を通じて，人的な成長を果たし，視野を広げてきた。漁協にとって女性部は，協同組合

運動の実践者の集団であり，対外的には広報の役割も果たしている。活動を通じて，漁協の運

営にも参画する意欲のある女性たちもでてきている。
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家生活の合理化，②貯蓄の励行，③婦人の

地位向上などを目指し，全国各地の漁協で

婦人部が創設された
（注1）
。なお，戦前の漁村産

業組合は，指導事業の一環として婦人部を

組織していた。また，戦前から各地域で婦

人部が組織されていたが，戦後は女性への

民主主義の啓蒙のために占領軍の指導で地

域の婦人会の設立が推進され，農協でも48

年頃から婦人部が結成された。組合の中に

女性たちの組織を設立するという発想はそ

の流れをくんでいると思われる。

ただし，50年代から始まった漁協婦人部

の設立は女性たち
（注2）
が自主的に立ち上げたも

のであり，かつてない全国的な広がりがあ

った。さらに女性たちは，都道府県域の連

絡協議会の立ち上げに力を傾けた。この動

きを重視した全国漁業協同組合連合会（以

下「全漁連」という）の支援もあり，61年に

は全国漁協婦人部連絡協議会（以下「全漁婦

連」という。02年から全国漁協女性部連絡協

議会に名称変更）が結成された。
（注 1） 漁協婦人部の設立の動きの伝ぱには，漁協
系統の信用事業関係者の支援もあった。当時，
漁協は経営基盤が弱く，貸出超過の状況にあり，
貯金を増やす必要があった。ただし，漁協の存
続は漁家の生活を支えるために必要であったの
で，漁家の女性たちが貯金運動を行ったことは
自己防衛ともいえ，また，貯金そのものが生活
安定という女性の願いを反映したものであるた
め，女性たちは信用事業拡大のための手段とし
て利用されていたのではないと筆者は考える。
13年に山口県漁協はぎ女性部へ箱貯金（後述）
の聞き取りをした折，「貯蓄はする人にとっては
楽しい」「積み立てた金は，設備投資，教育費，
住宅の改築などに役立てた。また，貯金を取り
崩して旅行にも行った」といった意見があった。
なお，本稿の副題「海はひとつ　女性部の心は
ひとつ」は同女性部の13年度計画のスローガン
である。

はじめに

漁村には，朝市での水産物の販売や小学

校での魚の調理実習の講師など，多岐にわ

たる活躍をする女性の組織―漁協女性部が

ある。漁協女性部は，漁村の女性たちが漁

協内に結成した組織であり，60年を超える

歴史を持つ。女性部の部員は，仕事や家事

の合間を縫って集い，様々なことを学習す

るとともに，海浜清掃活動など年間計画に

基づき活動を行っている。

このような活動の歴史をふり返るととも

に，活動が参加する女性たちに，そして漁

協にどのような影響をもたらしたのかを考

えてみたい。

1　漁協女性部の成り立ち

漁協女性部（以下では，婦人部と呼ばれた

時代を除き，漁協に属する女性組織を表す場

合は「女性部」で統一）の歴史は，1951年の

北海道の盃漁協に始まる。同漁協の管内で

は当時，不漁続きであった。困窮する組合

員を救うべく，組合長が北海道信用漁業協

同組合連合会に30万円の借入を申し込んだ。

しかし，同会からは「貯金を行うことを条

件に貸出を行う。家計を担当する女性に無

駄を見直して貯蓄するように指導しなさい」

と諭された。そこで，組合長が女性たちに

相談したところ，彼女たちは盃漁協婦人部

貯蓄実行組合を立ち上げた。

この女性たちの奮起をきっかけに，①漁
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因により，漁家の女性数が減少した。それ

でも漁家の女性が漁協女性部に加入してい

る割合（加入率）は90年代前半までは上昇

していた。しかし，00年代に入ると，加入

率も低下し，部員数の減少は一段と進ん

だ。これは，部員の高齢化に伴う引退や，

漁家の女性が漁業に携わらず，他産業に従

（注 2） 当時，アマ漁を営む女性もいた。ただし，
全国漁協女性部連絡協議会（2010）では，当時
は「漁村の主婦」が婦人部の設立をけん引した
という記述が多い。

2　漁協女性部の推移

漁協女性部の推移を各種データから把握

してみよう。漁協女性部の数は，60年に全

国で1,076部だったものが87年には1,415部

へと増加した後，減少傾向をたどっている。

ただし，この減少には漁協の合併も影響し

ている。

女性部の部数を漁協の組合数で割ったも

のを組織率とすると，60年に34.8％だった

ものが70年代には６割近くとなった（第１

図）。90年代以降は，漁協の合併が急激に進

んだため，女性部の部数そのものは減少し

たが，組織率は７割近くとなっている。

部員数は，減少傾向が続いた（第１表）。

漁家の女性の他地域への転出，漁家へ嫁ぐ

女性の減少，新たに漁業に就業する男性が

減少したことに伴う配偶者の減少などの要
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第1図　漁協女性部の推移
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資料 全国漁協女性部連絡協議会資料および同会「漁協女性連の歩み」，農林水産省「水産業協同組
合統計表」

（注） 組織率（％）＝女性部数÷漁協数×100

女性部数

組織率（右目盛）

漁協
女性部
部員数

漁家の
女性世帯員数 加入率

     （注1）

合計
うち
個人
経営体

              （注2）

加入率1
              （注3）

加入率2

63年
68
73
78
83
88
93
98
03
08
13
15

215,121
210,969
200,417
192,669
182,788
162,307
142,958
112,505
83,928
59,723
43,527
37,975

729,102
694,360
606,407
568,726
515,115
450,436
367,822
308,362
255,139

…
…
…

491,939
461,787
410,031
375,330
345,418
308,816
267,855
224,129
189,038
158,894
122,671

…

29.5
30.4
33.0
33.9
35.5
36.0
38.9
36.5
32.9
…
…
…

43.7
45.7
48.9
51.3
52.9
52.6
53.4
50.2
44.4
37.6
35.5
…

資料 　全国漁協女性部連絡協議会資料および同会「漁協女性連の
歩み」，農林水産省「漁業センサス」

（注）1  　漁家の女性世帯員数は，漁業センサスの世帯員の15歳以
上の女性数。合計は，個人経営体と漁業従事者世帯を合わせ
たもの。2008年漁業センサスから漁業従業者世帯は調査され
ていない。

2  　加入率1＝漁協女性部部員数÷漁家の女性世帯員数×100
3  　加入率2＝ 漁協女性部部員数÷漁家の女性世帯員数（個人

経営体のみ）×100

第1表　漁協女性部部員数の推移
（単位　人，％）
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数確保できたことを示すものだと思われる
（注6）
。

多くの漁協は女性部の活動を職員の配置

や活動費の助成などで支援してきた。そこ

で，組合の過去３年間の事業利益の傾向と

女性部との関係をみると（第５図），事業利

益が黒字傾向の組合においては６割超であ

る一方，赤字傾向の組合においては全漁協

平均（57.0％）を下回った。

以上のように，地域の漁業（そして漁協）

の動向に女性部の有無も影響を受けている

ようだ。
（注 3） 福島県内の組合は調査対象に含まれていな
い。漁協調査の詳細は，農林中金総合研究所
（2015）。

事することが多くなったこと（三木（2000，

2008））に伴う動きとみられる。

3　漁協女性部の現況

次に，14年に農林中金総合研究所が行っ

た「2014年度漁協アンケート」（以下「漁協

調査」という
（注3）
）から女性部の設置状況につい

てより詳細にみていこう。

漁協調査では，全国の沿岸地区漁協974

組合のうちの６割に当たる616組合から回

答をいただいた。このうち，女性部が「あ

る」と回答した組合は351組合で回答漁協

の57.0％であった
（注4）
。

地域別では，北海道，東北で「ある」の

回答割合が高い（第２図）。また，正組合員

数が多い組合ほど女性部が存在している
（注5）

（第３図）。

合併経験の有無と女性部の有無をみると，

合併経験のある組合のほうが女性部の存在

している割合は高い（第４図）。この結果は，

合併により，女性部の部員の成り手が一定
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資料 農林中金総合研究所「2014年度漁協アンケート調査」

第2図　地域別女性部の有無
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第3図　正組合員数階層別女性部の有無
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資料 第2図に同じ

第4図　合併経験別女性部の有無
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たその予測も難しい。そして，漁業者は海上

で仕事をしているので，漁家の女性が日々

の家計の管理を担っていた。そのため，家

計を安定させたいという願いは各浜で共通

していた。

前述の盃漁協婦人部貯蓄実行組合は，ま

ず１日10円，１か月300円を目標に箱貯金を

開始した。この箱貯金とは，貯金箱を部員

（地域によっては，漁家の子）が持って村内を

歩き，毎日，各家庭からお金を集め，漁協

に預けるというものである。すべての漁家

が一律に毎日一定額を貯金するので「一律

貯金」といういい方をする地域もあった。

通常であれば，このような定期積金は金融

機関の渉外担当者が集金を行うのに対し，

漁家の女性たちは自分たちで担当を決め，

集金をしていたという特徴がある。

この女性たちの生活を安定させたいとい

う願いは，無駄な支出を省くために家計簿

の記帳，冠婚葬祭の簡素化などの行動につ

ながっていった。さらに60年代に入ると，

生活設計の勉強会へと発展した。例えば，

山口県漁協はぎ女性部では，当時，３つの

生活設計として「１：１：１」ということ

が唱えられていた。最初の「１」は生活向

上を目的とした「水揚げの10％を貯蓄しま

しょう」を，２番目の「１」は家庭の基盤

を維持することを目的とした「収入の１％

を貯蓄しましょう」を，最後の「１」は「収

入１年分の貯蓄をしましょう」を示してい

る。女性たちは，夜に漁協に集い，漁協職

員から講義を受け，学んでいった。

このような貯蓄運動やそれに伴う学習と

（注 4） 前述の漁協女性部の組織率が70.0％台である
のに対し，漁協調査による「女性部がある」とい
う回答割合は57.0％である。このかい離は，組織
率は漁協女性部数を漁協数で割ったものなので，
例えば， 1漁協に複数の女性部がある場合など
は組織率が高くなるのではないかと推測する。

（注 5） 正組合員数階層，合併経験の有無，過去 3

年間の事業利益の 3つの変数間の相関は無視で
きるものだった。

（注 6） ただし，合併による負の効果について，「合
併によって，職員の合理化や配置換え等が行わ
れ，実際，事務局担当者の急な配置換えが行わ
れた県では，女性部の活動が停滞することもあ
りました」（全国漁協女性部連絡協議会（2010））
という意見もある。

4　女性たちが成してきたこと

（1）　家計の安定に向けて努力

漁業のすう勢からの影響は決して無視で

きないものの，６割近くの漁協で女性部は

存続してきた。その活動を通じて女性たち

は何を成し，何を得てきただろうか。女性

部の代表的な活動である貯蓄，わかしお石

鹸の利用，魚食普及についてみてみよう
（注7）
。

設立当初から女性たちが取り組んだのは，

家計の見直しと貯蓄であった
（注8）
。漁業は，自

然の影響を受け漁獲量の変動が激しく，ま
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資料 第2図に同じ

第5図　事業利益別女性部の有無
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買わない，送らない」の三ない運動と石鹸

利用運動を展開した。この女性たちの働き

かけにより，近隣の漁家の生活のなかに石

鹸の使用が普及していった。さらに同漁協

は，73年の第一次石油危機の際に石鹸が入

手できなくなったことを契機に，独自に石

鹸を開発した。この開発により誕生した天

然石鹸「わかしお」の販売元に全漁婦連が

なったことで，普及がさらに全国へと進ん

でいった。

75年に全漁婦連は総会で「有害合成洗剤

追放運動」に取り組むことを決議した。一

連の活動を通じて，女性たちは社会に自ら

の意見を発信するという能力も発揮した。

06年に全国漁協女性部連絡協議会が行った

アンケートでは，47.8％の女性部が石鹸の

使用推進を行っていた。現在でも積極的に

「わかしお」の利用を呼びかけている女性

部がある。また，環境を守るという意識は

海浜清掃活動や植樹活動にもつながってお

り，現在でもこれらの活動を定期的に行っ

ている漁協女性部は多い。
（注 9） 当時，合成洗剤に使われていた窒素や界面
活性剤アルキルベンゼンスルホン酸ナトリウム
（ABS）の問題が深刻化していた。

（3）　魚食を守る

洋食志向が進み，魚をさばけない人が増

え魚離れが起きていることなどを意識した

女性たちは，70年代から魚食普及活動に取

り組み始めた。83年に全漁婦連は「健康を

めざした食生活の見直しと私たちがすすめ

る魚食普及活動推進要領」を決議した。

活動状況の詳細は後述するが，現在も女

実践を通じ，女性たちは計画的に収支を均

衡させるために必要な能力を身につけてい

った。また，経理や税務申告に必要な技能

を習得した女性も多い。そして，子供の進

学，漁船等の設備投資などの支出に備える

ことができた。現在，コンプライアンス等

の観点から部員による集金は行われていな

いが，女性部の貯蓄活動は「一日皆貯金」

などの方法で行われている。
（注 7） 以下では，「運動」という言葉を用いること
がある。運動とは一般的に目的を達成するため
に活動することであるが，ここでは，「協同組合
のなかに包含されている哲学と諸原理を活用し
ながら，一定の社会・経済的な目標を達成する
ために活動する」 （レイドロー（1989）） という協
同組合運動を意味する。魚食普及活動について
は，運動といってもいいと思われるが，活動が
一般的に使われているので運動は用いなかった。

（注 8） 農協においても50年代から女性たちによる
貯蓄組合の結成と貯蓄運動が盛んだった。家計
簿の記帳，冠婚葬祭の簡素化という活動は共通
している。その一方，農協婦人部は，農協の購
買事業の利用（クミアイマーク愛用運動），栄養
知識の普及と食生活の改善，年間健康診断の実
施などの活動も目立った。

（2）　海を守るため，立ち上がる

50年代後半から公害問題が表面化し，高

度経済成長に伴う水質汚染や海岸の埋立て

などが各地で問題となり，70年には全漁連

が「公害絶滅全国漁民総決起大会」を開催

するなど，女性たちの関心も環境問題に向

かった。千葉県の千倉町川口漁協（現在は，

合併の後，東安房漁協となっている）の婦人

部は60年代後半から組合の依頼もあり，合

成洗剤の問題について研究することを活動

テーマとした
（注9）
。組合は，指導課に女性職員

を配属し，婦人部の活動を支援した。する

と，婦人部は合成洗剤に対し，「使わない，
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一方，個々の活動を行った漁協に，「女性

部（女性グループ）が担い手になっている活

動」を示してもらった。すると，「伝統行

事・祭り」などの上位項目ではなく，魚食

普及活動が第一位となった。魚食普及活動

を行っている230組合の半数超が「女性部

（女性グループ）が活動の担い手である」と

いう認識を示した（第７図）。なお，漁協調

性たちは，料理教室を開催，魚食のレシピ

作成など，様々な方法で，魚を食べること

の大切さを訴えている。各地では，魚食普

及活動から一歩進んで食堂事業や水産物の

加工などの分野に進出する女性たちもでて

きた。

以上，代表的な女性部の活動をみてきた

が，参加する女性たちの意欲に程度の差は

あったとしても，これらは個々人の力を結

集した集合行為（collective action）であり，

協同組合の活動史のなかでも無視できない

貴重な歩みといえよう。

5　女性部が漁協にもたらした
　　もの　　　　　　　　　　

では，女性部は漁協にどのような影響を

もたらしただろうか。女性部は，漁協の事

業の趣旨に賛同すると進んで協力してきた。

それは，信用事業，共済事業だけでなく，

環境保全，救命胴衣着用など様々な分野で

みることができる。

事業推進だけでなく，女性部は漁協の地

域住民に向けた活動の担い手となってきて

いる。ここで，再び漁協調査により，漁協

の地域住民に向けた活動と女性部の関係を

みてみよう。同調査は漁協に13事業年度に

組合員や地域住民に対して取り組んだ活動

について尋ねた。この結果，「伝統行事・祭

り」（48.5％），「交流・教育活動」（47.9％），

「寄付・募金・バザー」（45.8％），「海産物販

売を行う地域のイベント」（45.0％）の回答割

合が４割を超えた（第６図）。

資料 第2図に同じ

第6図　漁協が取り組んだ活動（Ｎ＝616，複数回答）
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資料 第2図に同じ

第7図　女性部（女性グループ）が活動の担い手である
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分析の結果は第２表のとおりとなった。

漸近的ｔ値から，女性部は魚食普及活動の

取組状況を説明する要因として無視できな

いものであることがわかる。「漁協の規模」

などの効果を除いた女性部の効果に相当す

る限界効果は0.3前後だった。つまり，女性

部がある場合，30％ほど魚食普及活動に取

り組んだという回答割合が高まるというこ

とを意味する。

なお，漁協調査において自由回答形式で

組合の魅力を尋ねたところ，ある漁協から

「厳しい漁業環境であるが，女性部が中心

となった加工品の開発，販売等の魚食普及

活動は目を見張るものがある」との意見が

あったように，厳しい環境を克服しようと

査では，魚食普及活動を「料理教室，海産

物のレシピ作成など，魚食普及のための活

動」と定義している。

実際に女性部の有無と魚食普及活動の取

組状況をみると，女性部がある組合は52.7％

が魚食普及活動に取り組んで

いる（第８図）。その一方，女

性部がない組合では16.6％で

あった。

このような活動は，漁協の

規模や職員の仕事の余裕にも

大きく影響を受けると考えら

れる。その点を検証するため，

「漁協の規模」「水揚高」の代

理変数として「職員の仕事の

余裕」「職員一人当たりの正

組合員数」をそれぞれ用いて，

魚食普及活動への取組みを説

明するプロビット分析を行っ

た
（注10）
。ケース１では上述の３つ

の変数を，ケース２ではケー

ス１の３変数に地域を示す変

数も加えた。
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資料 第2図に同じ

第8図　女性部有無別の魚食普及活動状況
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資料 　第2図に同じ
（注）1  　「＊＊」は統計的有意水準が1％，「＊」は5％。「＊」が多いほど，信頼性が高い。

2  　限界効果は，平均的な状況に対し，各説明変数がどれだけそれぞれの確率を
変化させるか測定した結果。

第2表　漁協が魚食普及活動に取り組める要因
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することが適当とされてきた。そして，世

帯主でもある男性漁業者が正組合員となっ

ていることが一般的である。

ところで，水産協同組合法（水協法）第

21条では，正組合員が各一個の議決権およ

び選挙権を持つことが定められている。そ

のため，一世帯一組合員制を採用する場合，

配偶者などの立場である女性の声が組合運

営に届きにくくなる。世帯の構成員の考え

がそもそも一致しているか，「世帯主は家族

ひとりひとりに資源と機会を適切に配分す

る情け深い利他主義者」（ヌスバウム（2005））

で，家族内で話合いが適切に行われ合意形

成されていれば，世帯主である正組合員の

意見が世帯全体の総意であるが，現実には

なかなかこうはいかない。

ここで，一世帯一組合員制と水協法第21

条について妥当性を考えたい。一世帯一組

合員制は，漁業資源を漁村共同体のなかで

平等に利用・配分するために採用されてき

たものである。一方，魚の選別，加工など

の陸上のことについては世帯という単位で

話合いの参加者を限定する必要性はそれほ

ど高くないと思われるし，陸上で作業を行

う女性のほうが当事者である。

また，水協法第21条は，ロッチデール公

正先駆者協同組合が採用した「一人一票の

議決権」を源流とする。この制度は協同組

合が株式会社（出資額に応じて議決権が配分

される）と異なる点であり，組合員が同じ

立場で議論し，組合を運営することができ

るといわれる。しかし，世帯主一票となっ

ている状況では，間接的にしか女性は組合

努力する姿勢など，単純に数値化できない

部分においても女性部の存在感は大きい。
（注10） プロビット分析は回帰分析の一種であり，
カテゴリー変数を用いることができる。符号条
件は，女性部がある場合は正，水揚高は正（規
模が大きいほど魚食普及活動に取り組む可能性
が高い），職員一人当たりの正組合員数は負（職
員の仕事の余裕がないほど，同活動に取り組む
可能性が低い）である。魚食普及活動とこれら
の説明変数の関係については，農林中金総合研
究所 （2015） による。説明変数の記述統計量は補
足 （後掲） に掲載している。説明変数間の相関は
無視できるものだった。また，第 2表から「漁
協の規模」 （水揚高） は大きいほど，「職員の仕事
の余裕」（職員一人当たりの正組合員数）がなく
なると魚食普及活動が低調となることがわかる。

6　女性の声の反映について

女性部の活動を通じた人的な発展（human 

development）の結果，漁協の運営に関心を

寄せ，より主体的に関わりたいと考える女

性もでてきた。また，そもそも女性部は，

発足当初から女性の地位向上も目指してい

た。

ところで，漁業においては，女性に配慮

したトイレなどの就労環境整備が遅れてい

るといわれる（中道（2008））。これは，１つ

には女性は陸上作業で大きな役割を果たし

てきたにもかかわらず，漁村や漁協から正

当な評価を受けていないことが要因として

挙げられる
（注11）
（副島（2008））。

また，女性の正組合員化が進んでいない

ことも漁協の運営に女性の声が反映されな

い要因とされる。多くの漁協では，一世帯

一組合員制を採用している。同制度は，漁

業資源を漁村共同体のなかで平等に利用・

配分するため，組合員資格は世帯を単位と
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見がある一方，「女性部に情報が入ってこな

い」という意見もあるように（田口（2015）），

女性部への情報提供においても改善の余地

がある漁協もまだあるようだ。女性部から

の提案を意図的に受けつけることも必要だ。

協同組合の指針を示したレイドロー報告で

は，協同組合の民主的な性格を判別するう

えでいくつかの指針を示した。そのなかに

「民主主義の深さは，決定が管理構造の下

部から出された提案から生じる程度に測れ

られうる」とある
（注13）
。

また，陸上作業など漁業に深く関わって

いる女性に対し，①正組合員化，②員外役

員への登用，③オブザーバーとしての話合

いへの参加といった方法が既に提案されて

いる
（注14）
。これらを推進することと同時に，性

別を問わず話合いに参加することを奨励す

る組織文化を育てるなど，様々な知恵が求

められているのではないか。女性の声を反

映させるための施策は，全国一律かつ強制

的に行われることは好ましくないが，積極

的に組合運営に関わりたいという人が現れ

たときのための道を用意することは系統組

織全体が常に意識すべきことである。
（注11） 女性は男性と比較して陸上作業を中心に漁
業に従事しているが，漁業センサスでは「漁業
就業者」「漁業従事者」とも「海上作業」に従事
したことを基準としているので，女性の貢献は
統計に現れず，それゆえ過小評価される要因の
ひとつとなっているという意見がある。

（注12） 13年に行った山口県漁協はぎ女性部への聞
き取りから。

（注13） レイドロー報告では，「民主的な協同組合に
おいては，女性は女性としての飾り物的な存在
ではなく，組合員としての完全な意味をもった
地位を占めるべきである」「協同組合のすべての
分野に参画する場合，男女は平等でなければな

運営に関し発言できない可能性がある。実

質的には出資金の元となる収入のなかには

女性の労働による部分も少なからずあるこ

とを踏まえると，漁家の世帯員である女性

にも出資者として発言の資格があるのでは

ないだろうか。また，漁協は漁村共同体を

基盤としているという見解を持つ人々であ

れば，漁村の構成員である女性の声を聞く

ことの重要性が理解できると思われる。な

お，ロッチデール公正先駆者協同組合では，

女性は既婚であれ，未婚であれ，議決権の

ある組合員になれた。もちろん，同組合は

共同購入のための協同組合であるため，（消

費者でもある）組合員資格の範囲を広くと

ったという点はあろうが，それでも当時と

しては議決権を女性に認めることは非常に

画期的なことだった。

協同組合の結束の基礎となる人々の多様

な意見を取り入れ，合意を形成することの

重要性は，戦前の産業組合の反省の１つに

小作人の意見をなかなか組合運営に取り込

めなかったという指摘があることからもわ

かるだろう。「漁村や漁協において女性が発

言機会を獲得することによって，海上作業

だけでなく陸上作業の視点からの意見を反

映させることができる」（副島（2008））とい

う見方がある。

女性の声をくみ取るためには，多様な経

路が必要だろう。女性部はその１つである。

「全体的な漁業の集まりは男性が出席。し

かし，男性は家庭であまり話をしない。する

と情報が流れてこない。そのため女性部が

必要。情報共有するためである
（注12）
」という意
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らない」といった勧告がなされている。また，「女
性の才能と能力が十分に発揮されている協同組
合は，将来非常に有利になろう」という見通し
もなされている。なお，同報告では「一人一票」
の原則だけが民主主義ではないことを主張して
いる。同様に，経済成長と民主主義について探
究しているアマルティア・センも多数決原理だ
けが民主主義を代表しているわけでないと主張
し，民主主義が機能するためには，「自由を守る
こと，法的権利や法的資格が尊重されること，
自由な議論が交わされること，公正な意見と情
報が検閲なしに公表されることなども保障」（セ
ン（2002））されていることが必要とする。

（注14） 農林水産省「水産業協同組合統計表（2015

年度）」によれば，女性の正組合員は8,071人（全
体の5.6％），女性の役員は50人（全体の0.5％），
女性の役員がいる漁協は42組合である。

おわりに

漁業，そして漁協が厳しい局面を迎える

とともに女性部員数は減少してきた。しか

し，女性たちが成し遂げてきたことに目を

向けると，全く異なったものがみえる。

漁協の女性部の活動は，家計の改善とい

う個人的なものから，環境保全や魚食普及

など社会に向けたものへと広がった。それ

は，女性たちが活動を通じて，力をつけて

いったことを示すものだ。女性たちは，仲

間として集い，ともに家計の管理，税務申

告，経理といった技術を身につけた。また，

貯金の目標額の達成などで自信を深めてい

った。さらに，活動を通じて計画策定，実

行，改善点の把握といった組織の運営方法

を身につけていった。このような段階を踏

んで，一歩一歩，地域社会へ目を向けるよ

うになり，ついには働きかけを行うように

なった。もちろん，すべての部員が積極的

に活動に参加したわけではないが，女性部

が憩いの場，啓発を受ける場，相互扶助の

ための場などとなった。また，漁協にとっ

て女性部は，協同組合運動の実践者の集団

であり，対外的には広報の役割も果たして

きた。

現在，女性部の意義を女性たち自身で見

直す動きも進んでいる。例えば，前述の千

倉町川口漁協から発展した東安房漁協では，

14年に女性部が「ブラッシュアップミーテ

ィング」を開催し，学者や行政の水産関係

の職員，そして組合長や定置網（組合自営）

の若手職員等を招き，女性部自慢の料理の

試食，活動報告などを行い，意見交換をし

た。同時に出席者全員にアンケートを行っ

た。一連の取組みにより，部員は自分たち

の活動を客観視するとともに，改めて活動

の方向性を確認した。

全国各地では，女性部の部員たちは話し

合いながら，できる人だけ参加するといっ

た負担感の軽減や新たな部員の勧誘などで，

存続を図っている。

全国漁協女性部連絡協議会では，若手女

性部員が同世代の全国の仲間とつながるこ

とができるよう「第１回JF全国女性連フレ

ッシュ・ミズ部会」を17年１月に開催した。

若い世代が交流を深めながら，学び合う場

が作られつつある。若い世代の意欲と，先輩

世代の経験が合わさることで，部員たちに

とって意義深い活動が継続することを願う。

　
【補足】
本文中のプロビット分析において採用した漁

協の主な属性は第３表のとおり。

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/ 



農林金融2017・5
33 - 279

編著『女性からみる日本の漁業と漁村』農林統計
出版

・ 田口さつき（2015）「漁業者同志が切磋琢磨―第20

回全国青年・女性漁業者交流大会―」『農中総研　調
査と情報』Web誌， 5月号（10～11頁）

・ 田口さつき（2017）「『組織文化』を合併に活かす―
千葉県・千倉町川口漁協の取組み―」『経営実務』第
72巻第 2号，02月，（70～79頁）

・ 中道仁美（2008）「漁業の現状と女性の地位」中道
仁美編著『女性からみる日本の漁業と漁村』農林
統計出版

・ ヌスバウム,M.C. （2005） 『女性と人間開発―潜在能
力アプローチ―』 （池本幸生・田口さつき・坪井ひろ
み訳）岩波書店，Martha C.Nussbaum（2000）， 
Woman and Human Development The 
Capabilities Approach,: Cambridge 
University Press.

・ 農林中金総合研究所（2015）「2014年度漁協アンケ
ート調査結果」総研レポート27基礎研No. 3
・ 北海道信用漁業協同組合連合会（2014）「日本初の
漁協女性部誕生と月掛貯金」『マリンバンク』No.695
（ 6～ 7頁）
・ 三木奈都子（1999）「漁業協同組合とジェンダー」『協
同組合研究』第19巻第 2号（41～47頁）

・ 三木奈都子（2000）「漁業協同組合における男女共
同参画」『協同組合研究』第20巻第 1号（29～35頁）
・ 三木奈都子（2008）「漁業における女性の研究史」
中道仁美編著『女性からみる日本の漁業と漁村』農
林統計出版

・ 山本和子（2015）「『ちくら』で役立つ女性部活動の
ために」全国青年・女性漁業者交流大会資料

・ レイドロー,A.F.（1989）『西暦2000年における協同
組合―レイドロー報告―』（日本協同組合学会訳）
日本経済評論社，Alexander Fraser Laidlaw 
（1980）， Co-operatives in the Year 2000,: 
International Co-operative Alliance.

（たぐち　さつき）

　＜参考文献＞
・ 坂本敦子（2007）「漁協女性部の魚食普及推進への
取り組み―海市場ちくら店長の卒論―」全国青年・
女性漁業者交流大会資料
・ 全国漁協女性部連絡協議会（2010）「漁協女性連の
歩み～都道府県女性連の足跡と現況～」
・ セン,アマルティア（2002）「普遍的価値としての民
主主義」『貧困の克服―アジア発展の鍵は何か―』（大
石りら訳） 集英社， Amartya Sen （1999）， 
“Domocracy As a Universal Value,” Journal 
of Democracy.
・ 副島久実（2008）「陸上作業の再評価と女性の漁協
正組合員化―地域づくりへのプロセス―」中道仁美

回答
組合数 割合

全体 508 100.0

魚食普及活動 した
しなかった

209
299

41.1
58.9

女性部 ある
ない

318
190

62.6
37.4

水揚高階層
1億円未満
1～5
5～9
9億円以上

106
166
73

163

20.9
32.7
14.4
32.1

職員一人当たり
の正組合員数
階層

10人未満
10～20
20～30
30人以上

156
213
75
64

30.7
41.9
14.8
12.6

地域

北海道
東北
関東
北陸
東海
近畿
中国
四国
北九州
南九州

48
61
44
21
39
46
28
76
84
61

9.4
12.0
8.7
4.1
7.7
9.1
5.5

15.0
16.5
12.0

第3表　記述統計量
（単位　組合，％）
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